
 

 

◆増加する「学び族」 
節電対策で勤務時間を繰り上げ

たり、夏休みを長くしたりする企

業が多い中、空いた時間を使って

自己学習を行う「学び族」が増え

ているそうです。 

震災をきっかけとして自分のキ

ャリアを見つめ直す人も多く、働

くことに対する意識の変化が背景

にあるようです。 

◆仕事にやりがいを持ちたい！ 
「勤務時間繰上げ」や「残業禁

止」を命じられた働く人が、終業

後の時間を習い事や自己研鑚に充

てる姿が目に付くようになってい

ます。 

習い事の情報誌が、「サマータ

イム制」などを導入した企業で働

く男女（約 4,000 人）に調査した

ところ、独学も含めて何かを学び

始めた人が 18％に達しています。 

これまでは「目の前の仕事で一

杯」と思っていた人も、「仕事にも

っとやりがいを持てるようになり

たい」と感じるケースもあるよう

で、夏休みに短期留学を計画する

人もいるようです。 

◆震災をきっかけに仕事を見直し 
コンサルティング会社が全国の

18～65 歳の会社員（約 1,000 人）

に「仕事の目標」を聞いたところ、

「社会に貢献する仕事をしたい」

と回答した人の割合が、震災前に

比べてかなり増えたそうです。ま

た、震災前に比べて「仕事のやる

気が上がった」という人も約４割

に上っています。 

専門家は「震災後の支援の様子

を見て、特定のスキルを持つ人の

価値を実感した人が多く、特に若

い人の間で知識を磨こうという意

欲が高まっている」と指摘してい

ます。 

◆時間を視覚化することが秘訣 
空いた時間を有効活用するに

は、「他人との約束だけでなく、自

分１人で行う勉強や遊びの予定も

含めて手帳に書き込み、時間を視

覚化すること」が有効だそうです。 

時間と自分の行動を結び付けて

考える習慣がつくため、空き時間

が明確になり、結果として勉強の

計画も立てやすくなるとのことで

す。 

 

 

 

どのように守る？  

高齢者のお金 
 
◆公共サービスを利用した金

銭管理 
親が高齢になると、日常的な金

銭管理をどのように行うかという

問題が起こります。判断能力が低

下したり、外出が難しくなったり

した高齢者の家族にとっては切実

な問題です。 

そこで、公共サービスを利用し

て金銭管理を行う方法をご紹介し

ます。 

◆社会福祉協議会の「日常生活

自立支援事業」 
社会福祉協議会（以下、「社協」）

は、地域福祉の推進を目的とした

非営利組織であり、国・都道府県・

市区町村にそれぞれ設置されてい

ます。 

地域住民に身近な市区町村の社

協は、訪問介護など様々な福祉サ

ービスを手掛けており、災害時に

はボランティアの受け入れ窓口と

なるなど、準公的な性格を持ちま

す。 

「日常生活自立支援事業」は全国

約 800 の社協が手掛けています。

主なサービスとして、高齢者の日

常的な金銭管理や福祉サービスの

利用援助、通帳の預かりなどがあ

ります。 

サービスは日常生活の範囲内に

限定されており、高額の財産管理

や法律行為の代理などは行えませ

ん。   

◆安い報酬も魅力 
生活費の引き出しや預け入れ、

税金などの支払いの手伝いなど、

小口の金銭管理サービスは、親族

や信頼できる知人が近くにいない

独居高齢者や、同居の子供が親の

年金を使い込んでしまうような世

帯において特に必要度が高まって

います。 

また 1 回の訪問当たり 1,000 円

程度からという安い報酬体系も魅

力です。 

◆制度利用伸び悩みの理由は？ 
「日常生活自立支援事業」は便利

な公共サービスですが、利用者数

は 2011 年１月末時点で約３万

5,000 人にとどまっています。 

 この伸び悩みの主な理由は社協

の人員不足にあると言われていま

す。常勤職員の人件費は都道府県

と国が折半していますが、予算が

付かないため、人員増に踏み切れ

ないでいるのが実情のようです。 

 一方、利用する側にも、通帳な

どを第三者へ預けることへの抵抗

感が強くあるようです。本人から

利用を申し出るケースは尐なく、

多くは周囲からの勧めがきっかけ

となっているそうです。 

 

 

こと 

・風俗営業等を営む事業主では
ないこと 

◆手続きの仕方 
まず、事業年度開始後２カ月以

内に、目標の雇用増加数などを記

載した「雇用促進計画」を作成し、

ハローワークに提出します。 

次に、事業年度終了後２カ月以

内（個人事業主については３月 15

日まで）に、ハローワークで雇用

促進計画の達成状況の確認を求め

られます。 

そして、確認を受けた「雇用促

進計画」の写しを確定申告書等に

添付して、税務署に申告を行いま

す。 

 

 

 

無年金・低年金の発生を

防止する 

「年金確保支援法」 
 
◆３つの法律の一部改正 

８月初めに「年金確保支援法案」

が国会で可決・成立しました。 

この法案は、（１）国民年金法の

一部改正、（２）確定拠出年金法の

一部改正、（３）厚生年金保険法の

一部改正から成ります。 

◆法案の趣旨 
この「年金確保支援法案」の趣

旨は、次の通りとされています。 

「将来の無年金・低年金の発生を

防止し、国民の高齢期における所

得の確保をより一層支援する観点

から、国民年金保険料の納付可能

期間を延長することや、企業型確

定拠出年金において加入資格年齢

の引上げや加入者の掛金拠出を可

能とする等の措置を行う」 

以下では、（１）～（３）のうち

主な内容について解説します。 

◆改正された主な内容 
（１）国民年金法の一部改正 

国民年金保険料の未納分を過去

に遡って追納することのできる期

間が、現行の「２年」から「10 年」

に延長されます。本人の希望によ

り保険料を納付することで、その

後の年金受給につなげることがで

きるようにするためです。期間の

延長は３年間の時限措置です。 

（２）確定拠出年金法の一部改正 

加入資格年齢が、現行の「60 歳」

から「65 歳」に引き上げられます。

企業の雇用状況に応じた柔軟な制

度運営を可能とするためです。 

また、従業員拠出（マッチング

拠出）を可能として所得控除の対

象とします。そして、事業主によ

る従業員に対する継続的投資教育

の実施義務を明文化することによ

り、老後所得の確保に向けた従業

員の自主努力を支援します。 

（３）厚生年金保険法の一部改正 

近年の経済情勢を踏まえ、母体

企業の経営悪化等に伴い、財政状

況が悪化した企業年金に関して措

置が講じられます。 

 

 

 

節電対策を契機に 

自己学習する人が増加 
 

雇用を増やした企業に 

対する税制優遇措置 
 

◆８月１日より受付開始 
税制改正法案が成立し、「雇用

促進税制」が創設されました。こ

の「雇用促進税制」は、雇用を増

やすなど一定の条件を満たした企

業に対する税制優遇措置であり、

８月１日からハローワークでの受

付が開始されています。 

なお、平成 23 年４月１日から 8

月 31 日までの間に事業年度を開

始する事業主は、10 月 31 日まで

に届出を行えばよいこととなって

います。 

◆従業員の増加１人あたり 20

万円の控除 
「雇用促進税制」は、ハローワ

ークに「雇用促進計画」を提出し、

平成 23 年４月１日から平成 26 年

３月 31 日までの期間内に始まる

いずれかの事業年度において、１

年間で 10％以上かつ５人以上（中

小企業は２人以上）従業員を増や

すなどの要件を満たした事業主に

対する税制優遇制度であり、従業

員の増加１人あたり 20 万円の法

人税の税額控除を受けることがで

きます。 

なお、上記以外の要件は、次の

通りです。 

・青色申告書を提出する事業主で

あること 

・適用年度とその前事業年度に事

業主都合による離職者がいないこ

と 

・適用年度における給与等の支給

額が比較給与等支給額以上である
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